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研究成果の概要（和文）：本研究は、北海道を対象に太陽光、太陽熱、バイオマス、雪氷冷熱に関する再生可能
エネルギーの賦存量・利用可能量を推定した。また、富良野圏域5市町村の民生部門を対象にエネルギー需要量
を推定した。さらに、都市における将来的な再生可能エネルギーの最適導入プロセスを明らかにすることが可能
な動的評価手法を構築し、富良野市を対象に30年後の再生可能エネルギーの導入可能性について解析を行った。

研究成果の概要（英文）：In this study, we estimated the existing and available amount of renewable 
energy in Hokkaido. We also estimated the energy demand of residential and commercial sectors in the
 Furano area in Hokkaido. Furthermore, we developed a dynamic evaluation method for analyzing the 
optimal introduction process of renewable energy in the city, and analyzed the possibility of 
introducing renewable energy 30 years later in Furano City.

研究分野： 工学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究で開発した動的評価手法を用いることにより、都市における将来的な再生可能エネルギーの最適導入プロ
セスを明らかにすることが可能となる。これにより、都市のエネルギー需給に関する将来ビジョンを検討するこ
とが可能になる他、都市のエネルギー消費量を最小化するために必要な条件を明らかにすることができ、自立・
分散型低炭素エネルギー社会の実現に貢献できると考えられる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

自立・分散型低炭素エネルギー社会の実現には、個々の建物単体における高断熱化や高効率設
備の導入等によるエネルギー消費量の削減のみならず、都市や地域を対象としたエネルギーの
エリアマネジメントにより、消費量を把握し削減する取組が必要である。具体的には、街区等へ
の再生可能エネルギー設備、コージェネレーション等の導入により、エネルギー設備の高効率化
を図ることが考えられる。 

しかし、再生可能エネルギーは賦存量・利用可能量が地域毎に大きく異なり、かつ導入コスト
も掛かるため、今後の更なる導入に向けては、将来的な都市のエネルギー需給を把握するととも
に、導入プロセスを明らかにすることが可能な評価手法を構築する必要がある。 
 
２．研究の目的 

本研究は、都市規模（人口密度等）や気候等の地域特性によって異なる都市のエネルギー需要
に加え、様々な再生可能エネルギーの供給を考慮し、かつ都市の時間軸（将来的な人口減少や都
市縮減）も考慮した将来的な再生可能エネルギーの 適導入プロセスを明らかにすることが可
能な動的評価手法の構築を目的とする。 
 
３．研究の方法 

本研究では、以下の項目を実施した。 
(1) 再生可能エネルギーの賦存量・利用可能量推定のためのデータ構築 

再生可能エネルギーの賦存量・利用可能量を推定するために必要なデータを構築し、賦存量・
利用可能量を推定する。 
 
(2) 都市におけるエネルギー需要量推定のためのデータ構築 

民生部門のエネルギー需要量を推定するために必要なデータを構築し、都市のエネルギー需
要量を推定する。 
 
(3) 再生可能エネルギー 適導入プロセス解明の動的評価手法の構築 

建物の省エネ化や将来的な人口減少等によるエネルギー需要量の減少を考慮し、再生可能エ
ネルギーの 適導入プロセスを解明できる動的評価手法を構築する。 
 
(4) 動的評価手法の実用性検証 

具体の市町村を対象に、構築した動的評価手法の実用性検証を行う。 
 
４．研究成果 
(1) 再生可能エネルギーの賦存量・利用可能量推定のためのデータ構築 

道内市町村が作成したエネルギービジョン例えば 1)～5)や北海道が公開している「新エネルギー賦
存量推計システム」6)等を用いて、太陽光、太陽熱、バイオマス、雪氷冷熱の賦存量・利用可能
量の推定方法や、推定する際に必要となるデータを構築した。構築したデータをもとに、賦存量・
利用可能量を推定した。一例として、図 1に道内市町村における雪氷冷熱の賦存量・利用可能量
の推定結果を示す。 

図 1 賦存量・利用可能量の推定結果（雪氷冷熱） 
 
(2) 都市におけるエネルギー需要量推定のためのデータ構築 

富良野圏域 5 市町村の公共施設を対象にエネルギー消費量の調査を行うとともに、既往の調
査結果 1)～5),7)～9)を再整理することで、民生部門のエネルギー需要量を推定する際に必要となる
建物用途別のエネルギー消費量原単位を構築した。併せて、都市計画基礎調査データ等を用いて、
建物データ（用途、延床面積）を構築した。構築したデータをもとに、富良野圏域 5市町村を対



象にエネルギー需要（熱・電力）を推定した。 
図 2に富良野市の 250m×250m メッシュ間隔における熱負荷密度、図 3に熱負荷密度と熱電比

を入力データとして行ったクラスター分析の結果を示す。夏期でも熱需要のある医療施設や宿
泊施設が占める面積割合が大きいクラスターでは、熱負荷密度が大きくなり、地域冷暖房の導入
可能性を検討する抽出条件（熱負荷密度 4.2[TJ/ha]以上）を上回ることを明らかにした。 

   図 2 熱負荷密度（富良野市）    図 3 各クラスターの熱負荷密度と熱電比の関係 
 
(3) 再生可能エネルギー 適導入プロセス解明の動的評価手法の構築 

線形計画法を用いて、将来的な都市の化石燃料消費量、CO2 排出量、ランニングコストを 小
化し、再生可能エネルギーの 適導入プロセスを解明できる動的評価手法を構築した。本研究で
は、都市全体の将来に向けた再生可能エネルギーの 適導入プロセスを検討するため、ここでは、
月別の熱収支・電力収支をもとに解析できる動的評価手法を構築した。 
 
(4) 動的評価手法の実用性検証 

構築した動的評価手法を用いて、富良野市を対象に、毎年の化石燃料消費量が 小となる再生
可能エネルギーの導入プロセスを解析した。表 1に解析条件を示す。設備導入費を 5,000 万円/
年、評価期間を 30 年として、導入する再生可能エネルギー設備には、地中熱ヒートポンプ(GSHP)、
木質バイオマスコージェネレーション(BioCGS)、木質バイオマスボイラ(BioB)、RDF ボイラ(RDF)、
太陽光発電(PV)を対象とした。図 4に解析で使用した月別の熱需要と電力需要を示す。 

図 5に化石燃料消費量の解析結果を示す。再生可能エネルギー設備の導入により 30 年後の化
石燃料消費量を 32％削減できる可能性があると解析された。図 6 に熱供給と電力供給の内訳を
示す。30 年後の熱供給は、RDF や木質バイオマスにより 21％代替できる可能性があると解析さ
れた。一方、電力供給については代替できず、系統電力で供給する結果になった。これは、富良
野市の熱需要は電力需要に比べ 3 倍大きいので、まず熱需要を再生可能エネルギーで代替した
方が、都市全体の化石燃料消費量を 小にできると解析されたためであると考えられる。 

本研究では、都市全体の将来に向けた 適化を検討するために月別の熱収支・電力収支をもと
に解析を行ったが、今後は時間変動を考慮した解析を行う必要がある。 
 

表 1 解析条件 

評価期間 30 年 

設備導入費 5,000 万円/年 

目的関数 化石燃料消費量 

前提条件 
時間単位の収支を満足させるための蓄熱・蓄電技術、電力の逆潮流が
導入されている 

エネルギー需要 熱需要と電力需要は、人口減少等を考慮し、毎年 1％減少 

再生可能エネルギー
設備 

地中熱ヒートポンプ(GSHP)、木質バイオマスコージェネレーション
(BioCGS)、木質バイオマスボイラ(BioB)、RDF ボイラ(RDF)、太陽光発
電(PV) 

再生可能エネルギー
設備の導入コスト 

地中熱ヒートポンプ：100 千円/kW、木質バイオマスコージェネレーシ
ョン：1,000 千円/kW、木質バイオマスボイラ：100 千円/kW、RDF ボイ
ラ：100 千円/kW、太陽光発電：400 千円/kW 

再生可能エネルギー
の利用可能量 

木質バイオマス：160TJ、RDF：57.5TJ 

その他 

・再生可能エネルギーの導入前、熱は化石燃料ボイラ、電力は系統電
力で供給 

・蓄熱および熱融通による熱損失：全体の熱需要の 10% 
・蓄電池の損失：全体の電力需要の 10％ 
・熱源機の全負荷相当運転時間：1,500 時間 
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    図 4 月別の熱需要と電力需要       図 5 化石燃料消費量の解析結果 
 

図 6 熱供給と電力供給の内訳 
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